
令和５年度滋賀県ＣＯ₂ネットゼロ社会づくり推進計画

の進捗状況

令 和 7 年 ２ 月 １ ０ 日
滋賀県総合企画部CO₂ネットゼロ推進課

1

資 料 ２



滋賀県ＣＯ₂ネットゼロ社会づくり推進計画の概要

１. 計画期間

長期目標を見据え、2021年度（令和3年度）から2030年度（令和12年度）までの10年間

（今後の社会経済情勢等の変化に対応するため、概ね令和7年度を目途に中間見直しを行う

こととする。）

２. 目指すべき将来像

2050年のＣＯ₂ネットゼロの実現に向けて実施する「地域づくり」「人づくり」「社会経済活

動」など、あらゆる取組によって、単に温室効果ガス排出量を削減するだけでなく、様々な

形で地域課題の解決や地域の活性化が実現する姿を目指す。

３. 温室効果ガス削減目標

排出削減・吸収量の確保により、2030年度において、2013年度比50％減を目指す。

４. 計画の体系

ＣＯ₂ネットゼロ社会の実現に向けて、次の８本の柱に沿って取組を進める。
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中期目標の進捗状況

■温室効果ガス排出量

2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2030（目標）

※2013年度から2022年度までの吸収量は森林吸収量（林野庁提供データ）のみの値

目標
▲５０％▲28％

７１１

（基準年）

（万ｔ-ＣＯ₂）
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滋賀県域からの温室効果ガス排出状況

滋賀県域からの温室効果ガスの総排出量を含む施策の実施状況については「滋賀県CO2ネットゼロ社会づくりの推進に関

する条例」において、毎年１回、滋賀県CO2ネットゼロ社会づくり審議会に報告・公表することとされている。２０２２年度の排出

実績の算定が完了したことから報告を行うもの。

（１） 背景

（２） 算定結果（2022年度）

省エネや産業分野における燃料転換などの進展により、エネルギー消費量は前年度比1.4％減、２０１３年度比11.3％減と削

減が進んでいる。一方、温室効果ガスの実質排出量については、電気のCO2排出係数の増加により、前年度比１.９％増となっ

たものの、２０１３年度比では２７．６％減と全体としては減少傾向を維持している。

※ 温室効果ガス排出量(1,073万t)から森林吸収量(43万t)を差し引いた値
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滋賀県域からの温室効果ガス排出状況

前年度と比べ、運輸部門においてガソリン消費量の増によるエネルギー消費量の増加があったものの、運輸以外の３分野

（産業・業務・家庭）において、省エネ化や燃料転換が進んだことにより、全体としてエネルギー消費量の削減が進んでいる。

（３） 結果詳細（部門ごとの状況）

滋賀県におけるエネルギー消費量

滋賀県における温室効果ガス総排出量（部門別内訳）

生産指数は増加したものの、
重油から都市ガス等への燃料転換が進展

産業

床面積は増加したものの、
省エネ化により消費電力量が減少

業務

世帯数は増加したものの、世帯当たりの
灯油・プロパンガスの使用量が減少

家庭

走行距離当たりのエネルギー消費量は減少
したものの、走行距離がコロナ前と同水準ま
で回復、全体として増加

運輸

前年度と比べ、電気のCO2排出
係数の増加（12.6%増）があり、
増加

全国的なフロン排出量の減、
一酸化二窒素の温暖化係数の
変更（298→2６5）による減

部門別二酸化炭素排出量
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３.
新たな価値を生み出し
競争力のある産業の創出

４.
資源の地域内循環による
地域の活性化

７.
気候変動への適応

８.
県における率先実施

５.
革新的なイノベーションの創出

６.
ＣＯ₂ネットゼロ社会に
向けたムーブメントの創出

１.
CO₂ネットゼロにつながる
快適なライフスタイルへの転換

２．
自然環境と調和するＣＯ₂を
排出しない地域づくり

ＣＯ₂ネットゼロ社会づくりへの挑戦

地域・経済の活性化

ＣＯ₂を排出しない社会づくり
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１. CO₂ネットゼロにつながる
快適なライフスタイルへの転換

県民１人あたりのCO2排出量 67％削減（２０１３年度比）
県内の乗用車の新車販売に占める次世代自動車等の割合 70％

１ 住宅における省エネ・再生可能エネルギー導入の推進１

２ 個人や家庭の取組の見える化２

３ 次世代自動車等の普及３

● さらなる省エネルギー・再生可能エネルギー導入の徹底が必要
・個人レベルでの取組意識のばらつきは大きく、個人や家庭でのさらなる省エネルギー・節電の徹底が求められます。
・FITの買取価格の低下により再生可能エネルギー導入が減速傾向にあります。

● 個々の家庭の取組に対する効果が見えにくい
・個々の家庭での取組の温室効果ガス排出削減に対する効果を見える化し、省エネや再生可能エネルギー導入に向けた取組を促す必要があります。

課題

2030年度目標
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対策数値指標１

■県内の乗用車の新車販売に占める次世代自動車等の割合

（資料）（一社）日本自動車販売協会連合会「新車登録台数年報（第4７集）」を用いて作成

県民１人あたりのCO2排出量 67％削減（２０１３年度比）
県内の乗用車の新車販売に占める次世代自動車等の割合 70％

2030年度目標

■県民1人あたりの二酸化炭素排出量

（資料）滋賀県域からの温室効果ガス排出量（2022年度）の実績（家庭部門） より

▲29％
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■事業者行動報告書の対象事業者（義務提出者）の温室効果ガス排出削減量(製造業のみ)

■EV・PHV用の充電器設置台数

電気自動車充電器 （参考）商用水素ｽﾃｰｼｮﾝ

急速充電器(基) 普通充電器(基) （基）

1３３ ４３１ 1 202４年３月時点

（資料）商用水素ステーション：燃料電池実用化推進協議会HP
充電器台数：GOGOEVウェブサイト

対策数値指標２

事業者行動報告書の対象事業者（義務提出者）の温室効果ガス排出削減量 50％削減（２０１３年度比）
EV・PHV用の充電器設置台数 急速充電器 390基 普通充電器 1,560基

2030年度目標

急速充電器 普通充電器

約３1．1%削減
（2013年度比）

（参考）事業者行動報告書等を提出した県内事業者（義務提出者）数

急速充電器

年度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022
事業者数 252 247 237 252 247 252 248 248 247 236
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対策数値指標３

■事業者行動報告書の対象事業者（義務提出者）の温室効果ガス排出削減貢献量
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120万t-CO2
県域の温室効果ガス排出量

の約16.9％

事業者行動報告書の対象事業者（義務提出者）の温室効果ガス排出削減貢献量 １２０万ｔ-CO₂

2030年度目標

63.0万t-ＣＯ₂
削減に貢献

(県域の温室効果ガス排出量の約
5．8％)

70.1万t-ＣＯ₂
削減に貢献

(県域の温室効果ガス排出量
の約6．7％)

万ｔ-CO₂

２８.３万t-ＣＯ₂
削減に貢献

(県域の温室効果ガス排出量
の約2．6％)
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対策数値指標４

■下水道施設から得られたバイオマスの燃料化による温室効果ガス排出削減の貢献量
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モデル的な地域の取組として県が選定する活動の件数（2022年～2030年累計） ２０件以上
下水道施設から得られたバイオマスの燃料化による温室効果ガス排出削減の貢献量 8,６00ｔ-CO₂

2030年度目標

2,００７t-ＣＯ₂

■脱炭素先行地域の選定件数 ２件
令和４年度 ２件（米原市・湖南市）

■しがCO₂ネットゼロみらい賞・地域づくり部門表彰件数 ３件
令和５年度 １件 長峰自治会連合会（東近江市）
令和４年度 １件 竜王町エコライフ推進協議会
令和３年度 １件 近江八幡市桐原学区協働まちづくり協議会

■バイオマス産業都市の選定件数 １件
令和４年度 １件（竜王町バイオマス産業都市構想）

2,207t-ＣＯ₂
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対策数値指標５

イノベーションにつながる新たなプロジェクトの件数（2022年～2030年累計） 10件以上

2030年度目標

0
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2022年度 2023年度 2030年度

件
数

6件

１０件以上

■近未来技術の社会実装につながる実証実験の採択件数

【目標】

８件
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対策数値指標６

Q.既に取り組んでいるＣＯ₂ネットゼロにつながる取組を選んでください。（○はいくつでも）
自然災害や気温の上昇、生態系の変化など、本県においても温室効果ガスの増加による地球温暖化の影響は深刻
なものとなっています。そういった影響を防ぐため、滋賀県はＣＯ₂ネットゼロ（温室効果ガス排出量実質ゼロ）につな
がる取組を推進しています。

⇒ 「CO₂ネットゼロにつながる取組を行っている」と回答する県民の割合 ９３．６％（R５年度91.8%）
不明・無回答を除く場合、９４．７％ （R５年度 94.７%）

（資料）第5７回県政世論調査 （令和６年６月14日～令和６年７月１日） 有効回収率6４.３％

「CO₂ネットゼロにつながる取組を行っている」と回答する県民の割合 100％

2030年度目標
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対策数値指標７

Q.熱中症、浸水、土砂災害といた気候変動による災害リスクについて、十分に備えができていますか。
あなたの状況に最も近い選択肢を選んでください。（〇は１つだけ）

A.回答結果

⇒ 十分またはおおよそ備えができている県民の割合 3７．７％（R５年度３７．６％）
一部備えができている県民を含めると８６．５% （R５年度 ９２．０％）

（資料）令和６年度県政モニターアンケート調査 （令和６年7月） 回収率８１．３％

「気候変動リスクへの備えができている」と回答する県民の割合 ６０％

2030年度目標
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対策数値指標８

県庁における温室効果ガス排出量（2014年度比） 50％削減

2030年度目標
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対策数値指標一覧

計画柱 目標（2030年度） 実績

【１】 CO₂ネットゼロにつながる快適な
ライフスタイルへの転換

■県民１人あたりのCO₂排出量 67％削減（２０１３年度比）
■県内の乗用車の新車販売に占める次世代自動車等の割合70％

■２９％
■５６.６%

【２】 自然環境と調和するＣＯ₂を排出
しない地域づくり

■事業者行動報告書の対象事業者（義務提出者）の温室効果ガス排出削減量
50％削減（２０１３年度比）

■EV・PHV用の充電器設置台数 急速充電器 390基 普通充電器 1,560基

■３１．１％

■急１３３基、普4３１基

【３】 新たな価値を生み出し競争力の
ある産業の創出

■事業者行動報告書の対象事業者（義務提出者）の温室効果ガス排出削減貢献量
１２０万ｔ-CO₂

■２８.３万ｔ-CO₂
（２０２２年度実績）

【４】 資源の地域内循環による地域の
活性化

■モデル的な地域の取組として県が選定する活動の件数（2022年～2030年
累計） ２０件以上

■下水道施設から得られたバイオマスの燃料化による温室効果ガス排出削減の
貢献量 8,６00ｔ-CO₂

■６件(2022年～)

■2,００７ｔ-CO₂

【５】 革新的なイノベーションの創出
■イノベーションにつながる新たなプロジェクトの件数（2022年～2030年累計）
10件以上

■８件(2022年～)

【６】 ＣＯ₂ネットゼロ社会に向けた
ムーブメントの創出

■「CO₂ネットゼロにつながる取組を行っている」と回答する県民の割合 100％ ■９３．６％

【７】 気候変動への適応 ■「気候変動リスクへの備えができている」と回答する県民の割合 ６０％ ■３７．７％

【８】 県における率先実施 ■県庁における温室効果ガス排出量（2014年度比） 50％削減 ■２６.８%（２０２３年度実績）
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各指標の「目標に対する進捗率」の考え方(参考)

※点線はあくまで参考（目安）

計画の中期目標および各対策数値指標ごとに、2030年度目標値に対する直近の実績を進捗率として示している。
なお、ＣＯ２ネットゼロ社会づくりは中長期的な視点で取り組むもので、イノベーションなどにより急速に普及する可能性があ
る分野もあるため、年度ごとの目標値については定めていない。
下記のグラフについては、あくまで参考として、基準年から目標年まで比例的に進捗した場合の目安を点線で示している。
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目標に対する進捗率(参考)

※点線はあくまで参考（目安）
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目標に対する進捗率(参考)

※点線はあくまで参考（目安）
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目標に対する進捗率(参考)

※点線はあくまで参考（目安）
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